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	１． 株式取得の理由
	当社は、日本初の個別指導塾「明光義塾」を直営及びフランチャイズシステムにより日本全国で2,100教室以上展開しております。一方、国際人材開発株式会社は、21世紀の国際的マインドを備えた有能な人材の育成や日本への留学生の未来の開拓を目的として、「ＪＣＬＩ日本語学校」を運営しております。「ＪＣＬＩ日本語学校」はベテラン講師陣による充実した授業内容が評価され、設立以来着実に生徒数を増加させております。
	当社では、事業領域の拡大を重要な経営戦略の一つとして掲げており、今後の成長が見込まれる　　日本語学校事業を一つの基幹事業とする方針です。当社グループが従来から運営する「早稲田ＥＤＵ日本語学校」に加えて、「ＪＣＬＩ日本語学校」の二つの日本語学校を運営することにより、各種　　　ノウハウの共有、スケールメリットの追求等のシナジー効果を発現させるべく、同社の全株式を取得し、同社を完全子会社化することを決定いたしました。

